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〈要　　旨〉
　障害児・者とその家族が地域参加の実現を模索している。学齢期児童にとって，学校は
日常的活動の場の中核であり，年齢とともに活動の場や人間関係が広がる。しかし，自閉
症をもつ児童の場合，その特性への理解と対応の難しさや社会からの理解の不足により，
本人や家族の社会生活に制約がもたらされており，地域での生活をいかに支援するかが課
題である。また，家族と専門家等の支援者の連携の基盤として，家族自身による主体的参
画とともに，家族も支援を要する存在との意識が必要であるとの指摘がある。本稿では，
児童の攻撃行動について学校に保護者が相談したことをきっかけに，学校・家庭・学童の
三者が連携した事例を報告する。連携経過の概要とKJ法によって分類された連絡帳の記述
から，保護者が一貫して前向きな姿勢をもっていたこと，思春期を迎えた児童の成長や生
活の広がりが支えられたことが示された。連携の進展に伴い，親子関係の変容も促された。
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Ⅰ．目的
　近年，障害児・者とその家族の側が地域参加の実現を模索するようになってきたが，「地域の
側が，それをどのように支えていくのか」という具体的手立ての検討はほとんどなされていない。1）
学齢期の児童にとって，学校は日常的な活動の場としてその中核をなし，年齢とともに活動の場や
人間関係が広がっていくと考えられる。通常の発達では，その広がりの中で様 な々経験をし，自立
した大人へと成長していく。しかし，自閉症をもつ児童の場合，その障害特性への理解と対応の
難しさ，社会からの理解の不足により，本人や家族の社会生活に制約がもたらされていることも事
実である。2）つまり，児童の発達を保障するために，地域での生活をいかに支援するかが課題とし
て提起されていると言える。
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　また，柳澤（2012）2） は，自閉症児･者の社会的制約と社会の理解不足によって引き起こされる
家族の否定的な感情が複雑に絡み合った結果，本人や家族の生活が制約されていることを示唆
している。そして，家族自身が主体的に実際的な指導支援に参画していくことがその家族の問題
を改善していくために重要であるとした。それと同時に，家族もまた支援を必要としている存在で
あるという意識を持つことが，家族と専門家等の支援者が相互に連携を図るための基盤となると
指摘している。
　前述のように，学校は学齢期の児童にとって日常的な活動の場の中核に位置し，教員は日常的
に児童とのかかわりをもつ。2007 年に法制化された特別支援教育では，障害をもつ児童を指導
する教員に対し，児童一人ひとりの教育的ニーズに対応するために，関係機関との有機的連携を
行うことや，児童の理解者という認識の下で「保護者の相談にも親身に対応していく努力」が求め
られている。3）
　本稿では，特別支援学校の教員チームが児童の示す攻撃行動について保護者からの相談を
受け，その相談をきっかけとして学校，家庭，学童の三者が連携した事例を報告する。思春期を
迎えた児童の成長や生活の広がりを支えた連携の経過を振り返るとともに，その過程での保護者
への支援についても併せて考察する。
Ⅱ．方法
1.対象
　特別支援学校小学部 6 年生男児（以下Cとする）とその保護者。Cは自閉性障害の診断を受け
ており，MA5:2（田中ビネー式検査，6 年生 4 月実施）であった。保護者から学校に対し，学童等
での攻撃行動の出現について相談があった。
　1）日常場面でのCの様子
　年度当初，学校では以下のようなことが確認されていた。要求文脈で二語文表出があった。
教員が声をかけると小さな声ではあるが応えることができた。表出言語より理解言語が多く，数
や文字の理解が進みつつあった。他の児童から一定の距離を保つ様子があり，活動の流れや
Cの役割が明確だと，集団での活動に参加しやすい様子であった。家庭からは， 困っていることと
して，就寝時間の遅さが学校に伝えられていた。家庭での自由な時間には折り紙や工作をして
おり，登下校は保護者が自転車で送迎をしていたことから，年齢相応の運動量が確保できていな
いことも考えられた。下校後は自宅地域の学童へ通っており，療育機関や水泳教室に月に数回
通っていた。
　2）学校でのCへの指導方針
　年度当初に，主体的な集団参加や言語表出を促すこと，文字や計算に触れる機会を確保して習
得をめざすこと，調理実習や運動などを通して余暇活動のレパ トーリー を増やすこと，一人通学に向
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けて下校指導を進めることなどが学校での指導方針として掲げられた。これらの指導方針には，前
年度担任からの引き継ぎの内容や保護者との面談等で得られた家庭のニーズも反映されていた。
2.デ ター
　1）学校・家庭・学童の三者による連携の経過，2）連絡帳の記述に関するデ ターとを合わせて
分析対象とした。連絡帳の記述に関するデ ターは，以下のように抽出した。
　まず試みに，4，5 月分の連絡帳における保護者の記述を内容で区切り，区切った各記述をKJ
法に従って分類した。すると，記述内容は 3 つの場（家庭，学童，その他）に関するポジティブな
内容（望ましいことについての記述）とネガティブな内容（望ましくないことについての記述），事務連
絡の計 7 項目に分類することができた。その 7 項目を分類項目として，6，7，9 ～ 3 月分の記述に
ついても分類した。
　内容の区切り毎に記述１件とカウントし，事務連絡に分類された記述を除く，各月における記述の
件数とその内容の内訳を算出した。また，攻撃行動に関する記述の件数についてもカウントした。
Ⅲ．結果
1.学校・家庭・学童の三者による連携の経過
　三者連携の経過を記述するにあたり，1 年間を次のように 3 期に分けることとした。1）保護者か
らの相談を受けて学校が学童に連絡をとり，連携が開始された 4 ～ 6 月を連携開始期，2）共有さ
れた情報や方針の下，三者がCへのかかわりを進展させた 7 ～ 12 月を連携展開期，3）Cの攻撃
行動が落ち着き，小学部卒業に向けて移行の準備を支えた 1 ～ 3 月を卒業準備期とする。以下，
各期について連携経過の概要を述べる。
　1）連携開始期
　4 ～ 5 月：連絡帳を通じて学童での過ごし方や学童などでの攻撃行動についての心配が，家
庭から学校へと伝えられていた。登下校の送迎時に，保護者から担任や学部主事に対して直接
話されることもあった。攻撃行動の様子は，学童職員など大人に対してパンチのふりをしたり叩い
たりする，ということで，他の児童に対してはそのような行動はなかった。しかし，Cの遊びのレパー
トリー として物を投げることがあり，他の児童にあたってしまうことを保護者は心配していた。また，
突然泣くなどの不安定な様子も伝えられた。
　学校では，家庭からの相談を受けて，学童との連携の必要や 6 月に学童への訪問を行うことを
担任と学部主事とで話し合っていた。また，前述した学校での指導方針が教員間で確認されたの
もこの時期であった。
　5 月末：学童でのトラブルに関する保護者からの電話相談をきっかけに，学童への訪問を早める
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こととした。保護者の了解を得て，学校（学部主事）より学童あて電話をし，その日の午後に学部
主事と学童職員の話し合いがもたれた。その話し合いを受けて，翌日に担任2名が学童を訪問し，
活動の様子の見学，現在の状況などに関する学童職員 2 名との話し合いが行われた。
　学童訪問時には，児童数が多く狭いことなどが観察され，学童職員からは，設備や人員の関係
から十分な活動が設定できないこと，女性職員に対する攻撃行動が多いことが情報として提供され
た。これらのことを受けて，学校では，運動量の確保，学童や家庭などでの活動レパ トーリー の充
実，思春期を迎えたCの様子に関する学童や家庭との積極的な情報共有の必要を話し合った。
　6 月初め：学童への訪問に関する報告のために，保護者面談を行った。その際，通学方法の
変更や余暇活動のレパ トーリー 拡大の必要について伝えた。家庭では，通学方法は変更されな
かったが，帰宅後に保護者とCとでウォー キングを行うようになった。また，学童に電話連絡すると
学校見学との希望で，学校側の了解を伝えた。すぐには具現化されなかった。
　2）連携展開期
　7 月半ば：家庭では通学の方法が変更され，学校も一人通学にむけて，保護者と連絡をとりな
がら下校指導を行った。学校の夏休み前に，保護者に対して調理実習で使用したレシピ教材を
渡し，余暇活動の内容を具体的に提案した。
　学童職員が来校し，学校内での活動の様子を見学した。後日，学校から学童へ，学校での休
み時間の様子など行っている活動の内容を伝えたり，個別指導時間や活動のスケジュールを示す
際に用いている教材の貸出を行ったりして，スペースの限られる学童でもできそうな，具体的な活
動内容を提案した。
　8 月：学校の夏休み期間中，家庭では調理実習の内容を受け，一緒に買い物に行き，調理をし
たとのことであった。学童では，貸し出した教材でやりとり遊びをしたとのことであった。「カ ドーを用
いてやりとり遊びができるようになった。こんな簡単なものでも遊ぶことができるのだと感じた」との話
が学童職員から担任へと伝えられた。
　11 月:学校祭の時期には，「例年よりも落ち着いて過ごすことができた」との話が保護者より聞か
れた。学校祭では，小学部の出し物である演劇の他，学級での取り組みとして喫茶コーナーを設
置し，調理実習での指導内容や学習成果を保護者と共有した。
　12 月:家庭では，帰宅後のウォー キングを継続していることや，運動不足で体を動かしたがって
いる様子などが伝えられた。家庭では，調理や手伝いをよくするようになり，徒歩での登下校が継
続された。学童での攻撃行動の生起によって，学校の冬休みを前に保護者の不安が伝えられた
が，学童では，冬休み期間中の保育時間を過ごすことができた。12 月末には担任 1 名が学童を
訪問し，活動の様子を見学した。その際，Cがジャンプを好きであることがわかりゲームとして遊び
に取り入れていることや，周囲の児童とのかかわりがみられるようになっていること，他の児童からC
に対して声をかける様子がみられるようになったことが，学童職員から伝えられた。
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　3）卒業準備期
　3 学期には，学校で他の児童と一緒に遊ぶ様子がみられるようになってきた。他の児童の保護
者からもそのことは印象として語られ，「よく話をするようになった」とのことばもきかれた。家庭や学
童での活動レパ トーリー の拡大がみられるようになり，攻撃行動についての相談はなかった。
　家庭からは，生活場面でのこだわりが問題として伝えられていた。周囲とのコミュニケーションを
通して折り合いがつけられることもあり，連絡帳等を通じて，家庭と学校，学童等での様子につい
て，情報共有が重ねられた。学校では，中学部への引き継ぎとして，Cに担任 1 名が同伴して中
学部での活動に参加する機会が設けられた。
2.連絡帳の記述
　1）連絡帳における記述の件数とその内訳
　連絡帳における記述の月毎の件数は，4 ～ 3 月（8 月を除く）について各々32，39，47，20，38，
38，46，24，24，37，24 件で，記述総件数は 369 件であった。そのうち，事務連絡が各々13，6，
8，6，10，8，8，10，5，13，12 件（計 99 件）あった。
　事務連絡を除く6 項目について，月毎の件数を図１に示した。ポジティブな内容は，家庭に関す
る記述が，各々8，12，7，3，13，18，24，5，8，14，9 件（計 121 件），学童に関する記述が，各々
2，1，1，0，3，1，2，0，0，1，0 件（計 11 件），その他に関する記述が，各々1，5，6，4，2，3，7，
3，7，2，2 件（計 42 件）で，ネガティブな内容は，家庭に関する記述が，各々4，3，10，4，6，4，3，
2，3，5，0 件（計 44 件），学童に関する記述が，各々4，6，10，1，4，2，1，4，1，0，0 件（計 33
件），その他に関する記述が，各々0，6，5，2，0，2，1，0，0，2，1 件（計 19 件）であった。
　ポジティブな内容について，家庭に関する記述は，一番件数の少なかった 7 月は 3 件で，件数
の多かった月は順に 11 月が 24 件，10 月が 18 件，2 月が 14 件，9 月13 件，5 月12 件と，10 件
以上記述のあった月が 5 か月あった。各月の件数を平均すると約 11 件であった。学童に関する
記述は，9 月が 3 件だった以外は，各月0 ～ 2 件で推移しており，12 ～ 3 月は 4 か月間で 1 件の
みであった。その他に関する記述は，各月1 ～ 7 件であった。5 月が 5 件，6 月が 6 件，11 月と
1 月が 7 件と，他の月に比較してやや多くなっていた。内容としては，学童に関する記述，家庭に
関する記述，その他に関する記述で共通して，熱心に取り組んだ活動や周囲とのかかわりやコミュ
ニケーションの様子などが記述されていた。また，攻撃行動がなく落ち着いて過ごせたという内容
の記述が，学童に関する記述では 6，9 月に，その他に関する記述では 6，7，9 月にあった。
　ネガティブな内容について，家庭に関する記述は，3 月が 0 件だった以外は，各月とも2 件以上
の記述があり，6 月に 10 件，9 月に 6 件，2 月に 5 件と多くなっている。攻撃行動や不安定な様
子のほか，身の回りのことに関するこだわり，運動や「いたずら」などに関する記述であった。学童
に関する記述は，4 月に 4 件，5 月に 6 件，6 月に 10 件と増加傾向を示し，攻撃行動の生起や泣
きなどの不安定な様子が伝えられた。その後，9，12 月に 4 件だったほかは，0 ～ 2 件で年度末
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まで推移し，2，3 月は 0 件であった。その他に関する記述では，5 月に 6 件，6 月に 5 件の記述
があり，他の月は 0 ～ 2 件で推移していた。5 月，6 月には学童に関する記述と同様に攻撃行動
や不安定な様子について記述されていた。
　各期（連携開始期，連携展開期，卒業準備期）における記述の内訳について，その件数と割合
を表１に示した。
　ポジティブな内容については，家庭に関する記述，学童に関する記述，その他に関する記述を
合わせると，連携開始期は 43 件（47.3%），連携展開期は 88 件（71.0%），卒業準備期は 43 件
（78.2%）であった。連携開始期には半数程度であったのが，連携展開期には 7 割を越え，卒業
準備期にはさらに増加した。
　その内訳の変化を詳しくみると次の通りであった。家庭に関する記述は，連携開始期は 27 件
（29.7%），連携展開期は 63 件（50.8%），卒業準備期は 31 件（56.4%）で，連携開始期から3
割程度の記述がみられたが，連携展開期，卒業準備期と，その割合は増加傾向を示し，連携展
開期以降は 5 割以上を占めた。学童に関する記述は，連携開始期は 4 件（4.4%），連携展開期
は 6 件（4.9%）と，全体の記述に占める割合は低く，卒業準備期にはさらに減って1 件（1.8%）のみ
となった。その他に関する記述は，連携開始期は 12 件（13.2%），連携展開期は 19 件（15.3%），
卒業準備期は 11 件（20.0%）で，各期とも10 件以上の記述があり，全体の記述に占める割合は
漸増傾向にあった。3 期を通じて，家庭に関する記述の件数が最も多かった。
　ネガティブな内容については，家庭に関する記述，学童に関する記述，その他に関する記述を
合わせると，連携開始期は 48 件（52.7%）で，連携展開期には 36 件（29.0%），卒業準備期には
12 件（21.8%）と減少していったが，卒業準備期にも一定件数の記述があった。
　その内訳の変化をみてみると，次の通りであった。家庭に関する記述が，連携開始期は 17 件
（18.6%），連携展開期は 19 件（15.3%），卒業準備期は 8 件（14.5%）であった。期毎の割合は
やや減少傾向を示したものの，3 期を通じて 15 ～ 20％程度の記述がみられた。学童に関する記
述は，連携開始期は 20 件（22.2%）と，ネガティブな内容の中で最も件数が多かったが，連携展
開期には半減して 12 件（9.7%）となり，卒業準備期にはさらに減少して 1 件（1.8%）のみとなった。
卒業準備期には，家庭に関する記述，学童に関する記述，その他に関する記述の中で，学童に
関する記述が最も少なかった。その他に関する記述は，連携開始期は 11 件（12.1%）であったが，
その後減少して，連携展開期には 5 件（4.0%），卒業準備期には 3 件（5.5%）となった。
　2）攻撃行動に関する記述の件数
　連絡帳における攻撃行動に関する記述の件数は，4 ～ 3月（8月を除く）について，各々0，7，7，
1，2，1，0，2，1，1，0件であった（図２）。4月には0件であったが，5，6月には各7件と増加した。
学童職員から聴いた，攻撃行動が生じた時のやりとりの様子や「なかなか減らず困っている」ことに
ついても併せて記述されていた。その後，7 月以降は 0 ～ 2 件となっている。10 月の 1 件につい
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ては，「（学童職員に）叱られた際にたたき，その後悪いことをしたと自覚している様子があった」，12
月の 2 件については，「意思表示だとしても，違う伝え方をできるようになってほしい」，「（学童職員か
ら，保育時間が）いつもより長いからか，と言われた。前のようにならないか不安」という記述も添え
られていた。1 ～ 3 月における攻撃行動に関する記述は増えることはなく，1 ～ 0 件で推移した。
図１  連絡帳における記述の件数と内訳の変化（事務連絡を除く）
表１　連絡帳における記述の内訳（各期における分類毎の件数と割合）
連携開始期 連携展開期 卒業準備期
（4 ～ 6 月） （7 ～ 12 月） （1 ～ 3 月）
ポジティブな内容 43 件 （47.3％） 88 件 （71.0％） 43 件 （78.2％）
　家庭に関する記述 27 件 （29.7％） 63 件 （50.8％） 31 件 （56.4％）
　学童に関する記述 4 件 （ 4.4％） 6 件 （ 4.9％） 1 件 （ 1.8％）
　その他に関する記述 12 件 （13.2％） 19 件 （15.3％） 11 件 （20.0％）
ネガティブな内容 48 件 （52.7％） 36 件 （29.0％） 12 件 （21.8％）
　家庭に関する記述 17 件 （18.6％） 19 件 （15.3％） 8 件 （14.5％）
　学童に関する記述 20 件 （22.0％） 12 件 （ 9.7％） 1 件 （ 1.8％）
　その他に関する記述 11 件 （12.1％） 5 件 （ 4.0％） 3 件 （ 5.5％）
記述総件数 91 件（100.0％） 124 件（100.0％） 55 件（100.0％）
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図２  連絡帳における攻撃行動に関する記述の件数
Ⅳ．考察
1.連携の経過について
　学童における過ごし方や 5 月以降に顕在化した攻撃行動，Cの不安定な様子について，年度
当初から保護者から学校に対して状況報告や相談があった。そのことから，保護者は入学から
前年度までに学校に対する信頼を培っていたこと，他機関を積極的に利用していることからも周囲
の資源を活用しようとする姿勢を持っていたことが伺われる。学童での出来事に関する保護者か
らの訴えにより，学校から予定を早めて学童に連絡をとることとなった。これらのことから，学校と
学童の両者をつなぐ働きを保護者が担ったと言える。
　関係者が「協働的支援を行いたい」というマクロな状況では一致したとしても，行為者それぞれ
の社会的価値観が異なることによって連携が妨げられるとの指摘があるが 4），その後の学校と学
童との情報共有はスムーズに進んだ。その理由として，１つには，偶然ではあるが，担任が 2 名と
も教員以外に相談業務に携わった経歴を持っていたことが影響したかもしれない。2 つ目には，連
絡後に学校の教員と学童職員がお互いの場に行き来して直接話す機会を持ったことが挙げられ
る。実際の活動の場で具体的な情報を交換し合ったことも，功を奏したであろう。学校と学童との
地理的関係が行き来しやすい条件にあったことは，情報共有を進める上で有利であった。
　5 月の学童との情報共有により，学校では，年度当初に指導方針として話し合っていた活動レ
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パ トーリー の拡大や運動不足の解消について，再確認した。しかし，年度当初に保護者から一人
通学が目標として挙げられていたにもかかわらず，その後も自転車での送迎が継続された。通学
方法の変更がすぐになされなかったことについて，Cが思春期を迎えたことにより親子関係が変容
の時期を迎えたことがひとつの要因だったのではないか。
　森口（2010）5）は，「親子関係の変容を捉えるにあたって，子離れという喪失体験に親がどの程度
の辛さを感じるかは様々であり，障害の有無によって大きく違うように見えることもある」としながらも，
「その違いをすぐさま子の障害という特性に帰結させるのではなく，子離れとは本来的に辛いもの，
『し難い』ものであるという視点をもつことの必要性」を指摘している。
　これまでCの保護者は，周囲の支援を得ながら，自閉症をもつ我が子を大切に育ててきた。そこ
では自閉症の特性に応じた支援者としての役割が必要とされ，同時に親子関係が存在してきたこ
とになる。子が思春期を迎え，子の生活範囲や人間関係の拡大，親の加齢等からも子の親離れ，
親の子離れが発達的に保障されるべきであるが，子離れの困難を感じていたことが，後に保護者
自身のことばによって示されている。つまり，障害特性による支援者の必要性が保護者の心情に
影響を与え，支援者と親という二重の役割を担っている状態で，子離れの辛さを乗り越えるべきも
のとして捉えることが難しかったのではないか。
　その後，7 月には，学校側が下校指導を行うことを前提として，家庭に対して，再度通学方法
の変更を提案した。それと平行する形で，学童職員の学校訪問，学校から学童や家庭に対して，
余暇活動の内容に関する具体的な提案が行われ，各々の場における周囲とのかかわりの中で活
動レパ トーリー の拡大と充実が具現化されていった。また，具体的な形で支援が提示され，相談
のきっかけとなった学童での様子が改善していくことに伴って，親子関係の変容も進んでいったよう
に思われる。
　夏休み前には，保護者から不安が伝えられることもあったが，夏休み期間中やそれ以降も学童
や家庭でのCの活動や周囲とのかかわりは進展した。それらを基盤としてCの行動が安定し，11
月の学校祭の時期も例年よりも落ち着いて過ごせたのではないか。また，三者連携が展開して学
校，家庭，学童が各々の役割を果たし，保護者が安心して過ごせていたことも，Cの行動の安定
に影響を及ぼしていたであろう。12 月には，冬休みを控えて攻撃行動の生起と保護者の不安が
伝えられたが，冬休み中の学童での保育時間を落ち着いて過ごすことができ，攻撃行動に関する
保護者の不安は，低減していったようである。
　卒業準備期には攻撃行動に関する心配や相談はなされなくなり，家庭から学校に対して，生活
場面でのこだわりが問題として伝えられた。周囲への影響という意味では心配が少なかったが，
周囲とのかかわりの中で，こだわりを少し譲ることができたCの様子とともに，対応の難しさについて
も語られた。周囲とのかかわりが育ち，また活動の内容や範囲が広がってきたこと，卒業を前にさ
らに広がることを前提として，生活場面でのこだわりが日常生活を円滑に送る上で支障をきたすこ
とが，保護者にとって懸念事項となっていたのかもしれない。
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2．連絡帳の記述について
　事務連絡が各月に一定件数みられ，保護者によって学校との情報共有ツールとして連絡帳が
活用されていたことがわかる。事務連絡以外の記述について，まずはポジティブな内容とネガティ
ブな内容に分けて，考察する。
　ポジティブな内容についてであるが，家庭に関する記述は，各月平均して約 11 件以上あり，最
も件数の少なかった 7 月にも3 件の記述があった。また，連携開始期，連携展開期，卒業準備
期を通して家庭に関する記述が最も多かった。保護者が直接的に把握できる家庭での様子につ
いて，望ましい内容が年間を通じて積極的に学校に伝えられていたと言えるだろう。
　また，保護者がCの様子やCとのかかわりについて，前向きな姿勢で捉えていたこと，あるいは捉
えようとしていたことが，学童に関する記述からも伺える。連携開始期に 4.4％のポジティブな内容
の記述があった。連携開始期は，5，6 月に攻撃行動の出現や学童における過ごし方等について
の相談がなされていた時期である。そういった中でも保護者は，件数は少ないものの，学童での
望ましいできごとを学校に伝えており，学童や学校との前向きな関係を構築しようとする姿勢をもっ
ていたと思われる。
　月毎にみると，学童に関する記述では，9 月に 3 件のポジティブな内容の記述があり，他は 0 ～
2 件で推移していた。9 月は連携が展開して攻撃行動の生起が減った時期である。学童から保
護者に対して望ましい様子が積極的に知らされていたか，保護者と学童の連携が進み，保護者
から学校に対して経過を報告しようとしていたことが考えられた。なお，9 月以外は 0 ～ 2 件で推
移していたことから，学童での様子は日常的かつ詳細には保護者との間で情報共有がなされてい
ないか，なされていても保護者が学校に対して伝える必要を感じていなかったのかもしれない。
　その他に関する記述では， 5 月に 5 件，6 月に 6 件のポジティブな内容の記述があった。攻撃
行動に関する相談をしながらも保護者が前向きな視点を失っていないことや，療育機関等から問
題状況の報告とともに望ましい様子が保護者に対して伝えられていたことが考えられる。また，11
月，1 月にも記述の件数が多くなっており，Cの活動や周囲とのかかわりの広がりが記述された。
　ポジティブな内容について，卒業準備期には学童に関する記述が減り，その他に関する記述が
2 割を占めた。小学部を卒業すると学童の利用はなくなるが，Cの生活圏は変化，拡大していくこ
とが求められる。その他に関する記述は，3 期を通じて漸増傾向にあった。このことから，Cの今
後の生活を見据えて，保護者の意識が変化してその他に関する記述の割合が増えたこと，他機
関とのやりとりが実際に展開されていったことが伺える。
　ネガティブな内容については，家庭に関する記述では，6，9 月に件数が多くなっていた。攻撃
行動に関することだけでなく，Cの不安定な様子，活動内容やかかわりの問題についても述べられ
ており，保護者が不安を抱えていたことや攻撃行動の出現だけではない問題を感じていたことが
伺われる。また，2 月にはこだわりに関する記述が多くなっていた。3 月には 0 件で，卒業に向け
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て学校における1 年間の取り組みがまとめの時期となり，保護者にとって 6 年生の担任は相談の
相手ではなくなっていったことが示された。
　学童に関する記述では，4 ～ 6 月と増加傾向を示し，攻撃行動の出現や学童でのCの様子や
対応に関する問題が伝えられた。学校と学童との連携が開始され，7 月には件数が減少したが，
3 期のうちで連携開始期に最も多くなっており，また，その時期には家庭に関する記述やその他に
関する記述よりも多かった。このことは攻撃行動の生起が学童を中心としていたことと関連してお
り，同時に攻撃行動の出現が保護者にとって大きな問題となっていたことも示しているだろう。ま
た，攻撃行動だけでなく，学童での活動や対応についても言及されていたことから，保護者が攻
撃行動の低減だけを求めていた訳ではなかったことがわかる。
　連携展開期にはネガティブな内容の記述が半減して学童での問題が終息に向かっていったが，
9 月と12 月には一時的に件数が増加している。9 月には学童での対応が試行錯誤の時期であっ
たこと，12 月には冬休みを目前として，保護者の不安やCの不安定さが一時的に高まったことが影
響していたかもしれない。1 月には再び減少し，2，3 月には 0 件であった。学童での様子が落ち
着いていたこと，小学部卒業と同時に学童で過ごすことがなくなるため，保護者の意識が他に向
いたことが考えられる。
　その他に関する記述では，5，6月にネガティブな内容の記述が多くなっていた。学童で始まった
攻撃行動が他の場面でもみられるようになったことが影響しているであろう。また，連携開始期の
件数がやや多く，家庭に関する記述の件数の増加にも示されたように，Cの不安定な様子や保護
者が不安を抱えていたことが影響していたのかもしれない。連携展開期，卒業準備期は学童と同
様に，件数は減少したが，学童に関する記述よりも多くなった。その理由として，攻撃行動に関す
る問題は終息に向かったが，小学部卒業後は家庭のほか，学童以外の場でCが過ごすことを保
護者が想定していたこと，生活場面でのCのこだわりが，今後の生活圏の広がりを見据えた上で，
保護者にとって気になる問題となっていたことが考えられるだろう。
　ネガティブな内容では，期毎に学童に関する記述とその他に関する記述について全体に占める
割合が変化しているが，家庭に関する記述は，各期について 14.5 ～ 18.6%と年間を通じて一定
の割合で記述があった。自閉症をもつCを育てる上で，常に何らかの悩みがあったと言えるかもし
れない。その悩みの具体的内容として，前述のように卒業準備期にはこだわりに関する相談が増
えていた。
　ポジティブな内容とネガティブな内容の割合の変化を期毎にみると，連携開始期にはポジティブ
な内容よりもネガティブな内容の記述がやや多かったが，連携展開期には，ポジティブな内容の割
合が増加し，卒業準備期にはポジティブな内容の記述が 8 割近くを占めた。１年間の取り組みの
中で保護者が前向きな姿勢を保ち，学校，学童等と連携しながら問題解決し，Cの成長を支えた
様子が伺われる。
　攻撃行動に関する記述の件数について，連携開始期の 5，6 月に増加したが，7 月以降減少し
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ている。連絡帳における5，6 月の記述は困ったことを訴える内容であった。それに対して，連携
展開期以降は，保護者や学童職員が児童の行動の意味を理解して対応しようとしていることが伺
える内容とともに，学童と保護者の間での，そのことに関するやりとりについて記述されるようになっ
た。このことから，連携の進展に従って三者間で対応の方針が定まり，共有されていったことが伺
えた。また，学童での対応に関する保護者の心配が低減したことも示唆された。
3.総合考察
　今回報告した三者連携の開始以前から，Cは放課後には自宅地域の学童へ行き，そして療育
機関や水泳教室にも通うなど，周囲の支援が積み重ねられてきた。その積み重ねが保護者の尽
力があって可能であったことは，連絡帳の記述の件数や前向きな内容が一貫して維持されていた
ことなどから伺われる。また，学童による受入がなされていたこともCの地域活動を支える上で重要
であった。そして，Cが攻撃行動を示したことをきっかけに，学校，家庭，学童の三者による連携
が開始された。その中で課題として示されたのは，学童という地域の場における障害特性に応じ
た対応の実現と，思春期を迎えたCの活動と親子関係の変容であった。
　自閉症をもつ児童は，成人に近づくにつれて余暇活動や自立に向けた行動など，低年齢とは異
なる行動が日常生活場面で求められるようになり，保護者の負担軽減を踏まえた上で，対象者の
生活向上につながる保護者支援を検討する必要がある。6）今回の事例でも示されたように，いわゆ
る「問題行動」は障害に起因する行動特性ではなく，障害特性に応じた適切な対応や周囲とのか
かわりの進展によって十分改善しうる。そして，障害特性に応じた対応は，必ずしも複雑かつ困難
なものではないことが，連携展開期における学童職員のことばにも示されている。
　今回は，日常的にCにかかわる者として，特別支援学校の教員が学童に対して障害特性に応
じた対応を伝える役割を担った。また，学校と学童との連携は一方的ではなく双方向的に展開し
た。つまり，学校も学童側からの情報を受けて，学校内で指導を行ったり家庭との連携を進めたり
しながら，Cの自立と社会参加にむけた教育活動を展開した。また，学校の教員と学童職員が相
互に訪問し合うなどして，Cの日常生活の場で具体的な情報を共有した。学童でも，学校からの
情報を受けて対応を工夫し，さらにCと周囲とのかかわりや活動内容が広がったことが報告されて
いる。
　自閉症の特性から，活動や周囲とのかかわりの広がりにくさは生じやすいとも考えられるが，Cに
合わせた対応の工夫が学校と学童で共有されたことをきっかけに，各々の場でCの活動と周囲との
かかわりの広がりが支えられ発展していった。こうした連携にあたり，物理的条件や家庭の要因な
どの影響が伺われた。地域社会において，障害特性に応じた対応が実現されるための方策や要
因について，今後も検討を重ねる必要がある。
　一方，家庭でもCへのかかわりの変化が求められた。例えば学校では，年度当初の指導方針と
して一人通学への準備が掲げられ，その方針には保護者の意向も反映されていたにもかかわら
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ず，通学方法が変更されるまでに時間を要した。連携の経過から，その変化は「子離れの辛さ」
をはらむものであることが伺われ，三者連携開始後にCの成長が促されることで，保護者も思春期
を迎えたCとの親子関係の変容を受け入れられたように思われる。
　つまり，思春期の親子関係の変容は，子の成長による親離れによって促される。自閉症をもつC
の場合，生活年齢に応じた活動やかかわりの広がりは，日常的な活動の場における，障害特性に
合った周囲の対応が必要であった。そして，Cは保護者からの自立に向かい，保護者は「子離れ
の辛さ」を越えてCへのかかわりを変化させることができたのではないか。思春期を迎えたCの発達
を保障する意味でも，学校と自宅地域の学童との連携が開始され，各々の場でかかわりが発展し
たことは重要であった。
　今回の事例では，Cが攻撃行動を示したことが三者による連携のきっかけとなり，保護者が学校
と学童をつないだ。その背景として，地域社会での受け入れに際して自閉症の特性にあった対応
がなされていなかったこと，支援者と親という二重の役割の下，保護者自身が親子関係の変容を
受け入れることに困難を生じていたことが伺われた。今後，障害をもつ児童を取り巻く人々の連携
は，「問題行動」の出現をきっかけとするのではなく，障害特性に応じた対応を大前提としたものと
なることが必要であろう。そのことは，親が子の発達段階に応じた親子関係の変容を，周囲の支
援と子の成長によって，自然に受け止めていけるような社会の実現と同義かもしれない。
　本稿は一事例の報告に留まった。連携の進展に作用する要因について，さらに検討を重ねる
必要がある。
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